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川越市開発行為等指導要綱

川越市開発行為等指導要綱（平成１１年４月１日市長決裁）の全部を改正す

る。

第１章 総則

（目的）

第 １条 こ の 要 綱 は、 市 の 総合 計 画 に 掲 げ る将 来 都 市 像を 実 現 す る ため 、 本 市

に お ける 開 発行 為 等 の 指導 に 関 して 必 要 な 事項 を 定め る こと に よ り 、都 市 環

境の整備を促進することを目的とする。

（用語の定義）

第 ２条 こ の 要 綱 にお い て 、次 の 各 号 に 掲 げる 用 語 の 意義 は 、 そ れ ぞれ 当 該 各

号に定めるところによる。

⑴ 開発行為 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項に規

定する開発行為をいう。

⑵ 建築 行 為 建 築 基準 法 （ 昭和 ２ ５年 法 律 第２ ０ １号 ） 第６ 条 に 基づ く 建

築確認又は第１８条に基づく計画通知を要する建築物（工作物を除く。）を

建築する行為（当該建築物の用途の変更がない増築及び改築を除く。）をい

う。

⑶ 開発行為等 開発行為及び建築行為をいう。

⑷ 開発区域 開発行為等を行う区域（敷地）をいう。

⑸ 開発 区 域 面積 開発 区 域 の全 域 面積 の う ち建 築 基準 法 第４ ２ 条 第２ 項 に

よる道路の後退部分の面積を除く面積（開発行為等の完了後１年以内に引き

続 き行 う 隣 接又 は連 続 し た２ 以上 の 開 発行 為等 が 一団 のも の と みな され る

場合は、それらの面積の合計面積）をいう。

⑹ 公共施設 道路、公園、緑地、上水道、下水道、河川、運河、水路、調整

池及び消防の用に供する貯水施設をいう。

⑺ 公益的施設 教育施設、医療施設、交通施設、購買施設、行政施設、集会

施設等をいう。

⑻ 事業者 開発行為等の事業を行う者及び当該事業の承継者をいう。
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（適用の基準）

第 ３条 こ の 要 綱 は、 都 市 計画 法 、 建 築 基 準法 そ の 他 関係 法 令 に 規 定さ れ た も

の以外に本市と協議すべき基準を示したものである。

（適用の対象）

第 ４条 こ の 要 綱 の適 用 対 象は 、 敷 地 面 積 ５０ ０ 平 方 メー ト ル 以 上 の開 発 行 為

等とする。

第２章 事業者の責務

（都市景観との調和）

第５条 事業者は、開発行為等を計画する場合は、建築物等の形状、屋外広告物

のデザイン及び色彩を周辺環境に調和するように配慮した形状、意匠とし、優

れた都市景観の形成に努めるものとする。

（近隣関係者に対する説明）

第６条 事業者は、事業計画を策定し、又は工事を行おうとするときは、あらか

じめ近隣関係者に対して説明会等により事業計画等を説明し、理解を得るよう

努めるものとする。

（文化財）

第７条 事業者は、開発行為等の区域内及びその周辺区域に周知の埋蔵文化財包

蔵地又は国・県若しくは市の指定文化財が存するときは、その取扱いについて

事前に文化財保護課と協議し、その指示に従うものとする。

２ 事業者は、工事中に埋蔵文化財を発見したときは、工事を中止し、現状を変

更することなく、直ちに文化財保護課に届け出るとともに、その指示に従うも

のとする。

（関係機関との協議）

第８条 事業者は、関係法令等に基づく許認可、届出、事前協議等が必要な場合

は、別表に掲げる関係機関とあらかじめ協議するものとする。

（損害補償）

第９条 事業施行過程において、事業者の責に帰すべき理由により資材等搬出入

路、農作物等に被害を与えた場合は、事業者は、遅滞なくその復旧又は補償に

当たらなければならない。
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（かし担保）

第１０条 事業者は、公共施設又は公益的施設の引渡し後２年以内に当該施設に

かしが発見されたときは、事業者が補修を行うものとする。

（公共施設及び公益的施設の管理）

第 １１ 条 事 業 者 が入 居 者 等に 公 共 施 設 及 び公 益 的 施 設の 維 持 管 理 を引 き 継 ぐ

場合には、当事者間で協議し、協定書等を締結するものとする。

（集会施設の設置）

第１２条 事業者は、１００戸以上の住宅の建築を目的とする開発行為等を行う

場合は、次の表に定めるところにより、集会施設を設置するものとする。ただ

し、計画戸数３００戸以上の開発行為等による集会施設の床面積は、別に市長

が定める。

（公共施設及び公益的施設用地の確保）

第１３条 事業者は、市長が必要と認めた大規模開発行為等の事業を施行する場

合は、公共公益の用に供する用地を確保するものとする。この場合において、

その配置及び規模等について、市長と別途協議するものとする。

第３章 環境保全

（公害及び事故の防止）

第１４条 事業者は、工事（解体工事を含む。）の施工に当たっては、騒音、振

動、悪臭等の公害及び事故の防止並びに周辺環境への配慮に努め、周辺住民等

に迷惑を及ぼさないように措置するものとする。

（ごみ集積所）

第１５条 事業者は、ごみ集積所の設置等について収集管理課と事前に協議する

ものとする。

（駐車場）

第１６条 事業者は、 ｢川 越市における建築物に付置すべき駐車施設に関する条

計 画 戸 数 集会施設の床面積

１５０戸未満 ３０平方メートル以上

１５０戸以上３００戸未満 ５０平方メートル以上
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例（昭和４９年条例第２３号） ｣の 適用 を受けない開発行為等については、次

に掲げる駐車場を整備し、交通渋滞等の防止に努めるものとする。

⑴ 自動車駐車場

ア 一戸建住宅の場合は、一戸に一台以上の駐車場を敷地内に設置するこ

と。

イ 共同住宅の場合は、入居者の自家用車の保有率を想定し駐車場を整備

すること。

ウ 業務用施設の場合は、来場者を想定し敷地内等に十分な駐車場を設置

すること。

⑵ 自転車駐輪場 一戸建住宅、共同住宅とも計画戸数以上の台数の自転車

を収容できる駐輪場を敷地内に設置すること。

（資材等搬出入路）

第１７条 工事資材等の搬出入路については、事前に道路管理者と協議するとと

もに、粉塵、騒音等により周辺住民等に迷惑を及ぼさないよう努めるものとす

る。

（画地等の管理）

第１８条 開発区域内の環境保全については、当該区域内を管理する者が決定す

るまでの間は、事業者において処理するものとする。

第４章 技術基準

（区画の最低敷地面積）

第１９条 一区画の敷地面積は、原則として１００平方メートル以上とする。

（境界標の設置）

第２０条 境界標は原則としてコンクリート杭とし、塀等の築造後も容易に確認

で き る よ うに 設 置す る も の とす る 。た だ し 、コ ン ク リー ト 杭が 適 さ ない 箇 所

は、他の種類の境界標を確実に設置するものとする。

２ 公共施設の用地に関する箇所については、原則としてコンクリート杭とし、

塀等の築造後も容易に確認できるように設置するものとする。ただし、コンク

リート杭が適さない箇所は、公共施設の管理者と境界標の種類、設置方法等を

事前に協議するものとする。
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３ 工 事上 の 必 要 に より 、 既 存境 界 標の 設置 替 等 を行 う 場合 は 、 境 界 点に 隣 接

する土地の所有者及び公共施設管理者と協議及び確認をするものとする。

（道路、河川及び水路関係施設）

第２１条 事業者は、道路整備計画、治水整備基本計画並びに河川及び水路改修

計画に配慮し、関係法令等に基づき道路、河川及び水路の設計を行うものとす

る。

（電柱等の設置）

第２２条 開発区域内に電柱等の施設を設置する場合は、公共施設以外の場所に

設置するものとする。

（街路灯及び防犯灯）

第２３条 街路灯及び防犯灯を設置する場合は、関係各課と協議し、設置するも

のとする。

（犯罪の防止に配慮した地域環境の整備）

第２４条 事業者は、「埼玉県防犯のまちづくり推進条例（平成１６年埼玉県

条例第３６号）」に基づく「埼玉県防犯指針」に従い、犯罪の防止に配慮し

た地域環境を整備するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（交通安全施設）

第２５条 事業者は、交通事故の防止を図るため開発区域の規模等により、市長

が必要と認めた場合は、防護柵、道路反射鏡、道路照明灯その他の交通安全施

設を設置するものとする。

（福祉環境整備に対する配慮）

第２６条 事業者は、公衆の用に供することとなる施設の設計に当たっては、「高

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１

号）」及び「埼玉県福祉のまちづくり条例（平成７年埼玉県条例第１１号）」

に従い、障害者、高齢者等の利便を配慮するものとし、当該設計に当たっては、

建築指導課と協議するものとする。

（公園及び緑地の確保）

第２７条 事業者は、開発区域及び近隣の潤いある環境を高めるために積極的に

公園及び緑地の確保に努めるものとする。
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２ 公園及び緑地の整備内容については公園整備課と協議するものとする。

（緑地保全、緑化等の推進）

第２８条 事業者は、開発区域において可能な限り植栽・芝張等の緑化を図るも

のとし、境界塀等は、緑化推進あるいは防災上からもコンクリートブロック塀

をできるだけ避けるようにして、植栽等による生け垣とするよう努めるものと

する。

２ 緑地保全、緑化等については環境政策課と協議するものとする。

（下水道関係施設）

第２９条 事業者は、開発区域内に下水道施設を設置する場合は、次の各号によ

り施行するものとする。

⑴ 公共下水道の計画区域内で公共下水道管及び排水管に接続する場合は、

上下水道局と協議し、指導を受けること。

⑵ 前号に掲げるもの以外の場合

ア 排水を河川等に放流するときは、河川管理者と協議し、指導を受けるこ

と。

イ 合併 浄 化 槽の 処理 水 を道 路側 溝 に 放流 する と きは 、 道路 管 理者 と協 議

し、指導を受けること。

ウ ア及びイ以外の放流については、それぞれの管理者と協議し、指導を受

けること。

（雨水処理施設）

第３０条 開発区域内の雨水は、「新河岸川流域整備計画」に基づき、次の各号

の 基 準に よ り、 原 則 と して 開 発 区域 内 で 処 理す る もの と する 。 た だ し、 既 に

雨 水 対策 施 設の 整 備 を 完了 し て いる 区 域 （ 土地 区 画整 理 事業 施 行 地 区等 で 雨

水対策施設の計画を決定している地区を含む。）については、上下水道局と協

議し、指導を受けること。

⑴ 開発区域面積が５００平方メートル以上１ヘクタール未満の場合は、１ヘ

クタール当たり５００立方メートルの抑制施設（貯留型、浸透型のいずれか

又は併用）を設置すること。

⑵ 開発区域面積が１ヘクタール以上の場合は、１ヘクタール当たり９５０立
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方メートルの抑制施設（貯留型、浸透型のいずれか又は併用）を設置するこ

と。

２ 前項に定めるもののほか、開発行為等に伴う雨水処理については、宅地内に

おいて処理するよう努めるものとし、処理施設等については、河川課と協議し、

指導を受けるものとする。

（上水道関係施設）

第３１条 事業者は、開発区域内に上水道施設を設置する場合、事前に給水サー

ビス課と協議し、次の各号に従い施行するものとする。

⑴ 団地造成によって新たな水道施設が必要とされる場合は、その整備に要す

る費用（事務費、消費税及び地方消費税を含む。）については、川越市水道

事業配水補助管施工規程（昭和４４年水道部管理規程第１３号）に基づき事

業者が負担すること。

⑵ 水道施設の施工は上下水道局の発注工事（給水装置及び給水取出管工事を

除く。）とする。

⑶ 開発行為許可申請に添付する水道施設の設計図書（使用器材を含む。）に

ついては、上下水道局の承認を受けること。

（消防水利施設）

第３２条 事業者は、消防水利施設を設置する場合、事前に川越地区消防局と協

議するものとする。

（その他）

第３３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、細則で定める。

附 則

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。
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別表（第８条関係） 関係機関一覧表

（市関係）

担当課名 主な協議内容

政策企画課 ・市の基本的な政策に関すること。

管財課 ・公有地拡大の推進に関する法律に関すること。

市民税課 ・入湯税に関すること。

防犯・交通安全課

・防犯灯に関すること。

・交通事故防止に関すること。

・街路灯に関すること。

福祉推進課

障害者福祉課

介護保険課

・社会福祉施設等に関すること。

保育課 ・児童福祉施設に関すること。

保健所
保健総務課 ・医療施設、温泉施設に関すること。

食品・環境衛生課 ・旅館等、墓園等に関すること。

環境政策課
・緑化に関すること。

・森林伐採に関すること（保存樹林・樹木等）。

環境対策課

・土壌汚染対策法など公害関係法令に関するこ

と。

・浄化槽の維持管理に関すること。

産業廃棄物指導課
・廃棄物に関すること。

・土砂に関すること。

収集管理課 ・ごみ集積所に関すること。

産業振興課
・工場立地法に関すること。

・大規模小売店舗の立地に関すること。
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農政課
・農振除外に関すること。

・森林伐採に関すること（市街化調整区域）。

都市計画課

・都市計画道路・用途地域及び地区計画に関す

ること。

・山田・宮元町地区、木野目地区、南田島地区

の道路後退行政指導に関すること。

・生産緑地法に関すること。

・立地適正化計画に関すること。

都市景観課
・川越市都市景観条例に関すること。

・川越市屋外広告物条例に関すること。

都市整備課 ・土地区画整理に関すること。

公園整備課 ・公園に関すること。

建築指導課

・建築確認に関すること。

・中高層建築物、ワンルーム建築物に関するこ

と

・川越市における建築物に付置すべき駐車施設

に関する条例に関すること。

・福祉環境整備に関すること。

・建築協定に関すること。

開発指導課

・開発行為に関すること。

・ホテル等建築適正化条例に関すること。

・国土利用計画法に係る届け出に関すること。

建設管理課

・市道認定等に関すること。

・道路敷地寄附に関すること。

・境界確認に関すること。

・道水路付替に関すること。

道路街路課
・道路改良に関すること。

・都市計画道路に関すること。

道路環境整備課

・道路築造に関すること。

・道路占用許可及び承認工事の申請に関するこ

と。

河川課

・河川に関すること。

・雨水処理に関すること。

・河川占用許可申請、承認に関すること。



10

給水サービス課

・給水装置工事に係る事前協議に関すること。

・水道利用加入金に関すること。

・配水補助管の負担に関すること。

下水道課

・下水道事業受益者負担金に関すること。

・下水道施設に関すること。

・雨水対策に関すること。

文化財保護課 ・文化財に関すること。

学校管理課 ・通学区域に関すること。

農業委員会 ・農地転用に関すること。

川越地区消防局警防課 ・消防水利に関すること。
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（市以外の機関）

協 議 先 主 な 協 議 内 容

建

築

物

関東運輸局企画振興部

物流振興・施設課
・倉庫業施設に関すること。

関東運輸局埼玉運輸支局 ・運送事業用施設に関すること。

川越警察署 ・風俗営業等に関すること。

埼玉県企業誘致推進室 ・工場立地等に関すること。

埼玉県化学保安課 ・高圧ガス施設に関すること。

川越商工会議所 ・大規模小売店舗に関すること。

そ

の

他

さいたま地方法務局

川越支局

・登記事項証明書、公図に関する

こと。

埼玉県河川砂防課
・大規模開発による雨水流出抑制施

設に関すること。

埼玉県西部環境管理事務所 ・緑化に関すること。

埼玉県川越県土整備事務所 ・国道２５４号、県道、河川の管理。

大宮国道事務所 ・国道１６号の管理。

川越警察署
・道路使用許可、標識の交通規制、

信号機に関すること。
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川越市開発行為等指導要綱細則

川越市開発行為等指導要綱細則（平成１１年４月１日市長決裁）の全部を改

正する。

（趣旨）

第 １条 こ の 細 則 は、 川 越 市開 発 行 為 等 指 導要 綱 （ 平 成１ ９ 年 ４ 月 １日 市 長 決

裁、以下「要綱」という。）第３３条の規定により、必要な事項を定めるもの

とする。

（公共施設及び公益的施設の管理）

第２条 事業者は、要綱第１０条に規定する期間中その施設について適宜パトロ

ール等を行い、かしを発見した場合には、管理者に速やかに報告するものとす

る。

（集会施設の設置）

第３条 要綱第１２条に規定する集会施設の維持管理については、次の各号によ

り、行うものとする。

⑴ 一戸建分譲の場合 集会施設及び用地は、事業者が市に無償提供し、維

持管理は入居者等が行うこと。

⑵ 共同住宅等の場合 入居者等が維持管理を行う場合は、当事者間で協議

し、協定書等を締結するよう努めること。

（ごみ集積所）

第４条 要綱第１５条に規定するごみ集積所は、１０世帯以上に１箇所設置する

こととし、設置場所は４トン収集車が通行可能な道路沿いの道路用地以外の場

所とする。

（駐車場）

第５条 要綱第１６条に規定する駐車場については、原則として次に掲げる基準

によるものとする。

⑴ 駐車場の１台当たりの必要面積（車路を含まない平面駐車）

ア 自動車 ２．５ｍ × ６．０ｍ ＝ １５㎡

イ 自転車・オートバイ ０．６ｍ × １．９ｍ ＝ １．１４㎡

ウ 機械式駐車施設を設置する場合は、別に市と協議するものとする。
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⑵ 共同住宅の駐車場の位置等

ア 計画戸数の３分の１以上の数の自動車を収容できる駐車場を敷地内

に確保すること。

イ 敷地の形状、立地条件等により市長が特にやむを得ないと認めた場合

で、敷地の外に駐車場を設けるときは、敷地からおおむね５００メート

ル以内に確保すること。

ウ 駐車中の他の自動車を移動することなく、出入りできる配置とするこ

と。ただし、専用の管理及び設備体制があるときは、この限りでない。

エ 出入口の交通安全、交通事故防止策をとること。

（境界標の設置）

第６条 要綱第２０条第１項及び第２項に規定するコンクリート杭は、鉄筋入り

1 0 ㎝× 1 0 ㎝× 6 0 ㎝のものを標準とする。

（道路、河川及び水路関係施設）

第７条 要綱第２１条に規定する道路、河川及び水路の一般基準は、次の各号に

よることとし、周辺の土地の地形、高低差等を考慮のうえ「埼玉県開発行為の

審査に係る技術的基準」等に基づき事業者の案を作成するとともに、道路につ

いては、別添「道路築造の手引」により、必要な手続を行うものとする。

⑴ 道路の計画及び設計については、 ｢道 路構造令（昭和４５年１０月２９日

政令第３２０号） ｣に定める基準によるものとする。

⑵ 道路の構造については、 ｢舗 装の構造に関する技術基準・同解説（平成１

３年９月２５日社団法人日本道路協会）」で規定する舗装計画交通量１００

未満（台／日・方向）とし、設計ＣＢＲ３以上を標準とする。ただし、開発

行為の規模等により上記以上の舗装計画交通量が想定される場合は、別途道

路管理者と協議するものとする。

なお、位置指定道路に準ずるものについては、別添「道路築造の手引」に

よることもできるものとする。

⑶ 路面の高さは、既設接続道を基準とし極端に高低差を設けてはならない。

⑷ 道路は階段状でないものとする。

⑸ 道路保護のための法面崩壊防護施設として間知ブロック等を施し、かつ、

交通安全施設として防護柵を設置する。この場合の路肩は防護柵の中心より
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０．５メートル以上の平坦地を設けるものとする。

⑹ 道路雨水の処理

ア 道路の両側に側溝を布設するとともに、連結透水管及び雨水吸込槽等を

設置し、浸透処理すること。

吸込槽の設置に当たっては、水道管等を避けた位置とし、３０メートル

に１基程度の割合で設置、構造は別添「道路築造の手引」によること。

イ その他の雨水管設置についても検討すること。

⑺ 側溝の形態

ア 側溝の設置は、Ｌ型側溝又は長尺Ｕ型側溝を原則とする。ただし、道路

の延長、形態、流量等を考慮のうえ他の手段が取れる場合は、この限りで

ない。

イ 側溝の集水桝は、２０～３０メートルに１箇所程度設置し泥溜を設ける

こと。

ウ 雑排水放流の下水道施設が設置されていない場合はＬＵ側溝とし、事前

に側溝放流確認書を道路環境整備課へ提出すること。

⑻ 河川及び水路関係

ア 開発区域に隣接して河川若しくは水路がある場合は、親水性豊かな水辺

空間の創出に配慮すること。

イ 河川及び水路整備の構造等については、「埼玉県土木工事実務要覧」等

によること。

ウ 河川及び水路の管理、占用許可及び工事許可、開発区域内工事からの一

時的な排水放流が伴う場合は、事前に河川管理者と協議すること。

（街路灯及び防犯灯）

第８条 要綱第２３条に規定する街路灯及び防犯灯については、設置後、容易に

維持管理できる機種とするものとする。

（公園及び緑地の確保）

第９ 条 要 綱第 ２ ７ 条に 規 定 する 公 園及 び 緑 地 の配 置 計画 及 び整 備 内 容に 当 た

っては、「都市計画法」、「都市公園法（昭和３１年法律第７９号）」等の基

準を遵守するものとする。

２ 公園整備に係る詳細については、公園整備課と協議するものとする。
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（緑地保全、緑化等の推進）

第１０条 要綱第２８条に規定する緑地保全、緑化推進等に当たっては、「都市

緑地法（昭和４８年法律第７２号）」、「ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例

（平成１７年埼玉県条例第２０号 ) 」等の基準を遵守するものとする。

２ 緑地保全、緑化等の詳細については、環境政策課と協議するものとする。

（下水道関係施設）

第１１条 要綱第２９条に規定する下水道関係施設の設計に当たっては、「下水

道法（昭和３３年法律第７９号）」、「都市計画法」 、「川越市下水道条例 ( 昭

和３９年条例第６０号 ) 」、「川越市下水道条例施行規程（平成１５年上下水

道局管理規程第１０号 ) 」等関係法令に定めるもののほか、上下水道局技術基

準に適合するよう計画するものとする。

２ 計画に当たっては、上下水道局と協議し、指導を受けるものする。

（雨水処理施設）

第１２条 要綱第３０条に規定する雨水処理施設の設置に当たっては、「雨水対

策事前協議書」を提出し協議を行なうこと。なお、技術基準は、次の各号によ

る。

⑴ 貯留型施設は、社団法人日本河川協会の「防災調整池等技術基準（案）」

及び「流域貯留施設等技術指針（案）」に準拠すること。

⑵ 浸透型施設は、拡水法（トレンチ）及び井戸法（浸透井）とすること。

ア 設置位置については、建築物の棟間、駐車場、公園、緑地等でそれぞれ

の機能を阻害しない場合のみ兼用を認める。

イ 井戸法については、関東ローム層及び礫層内で処理し、地質調査及び浸

透強度の調査をすること。

ウ 開発 区 域面 積が １ ヘク タ ール 以上 で 屋根 面積 率 が６ ４パ ー セン トよ り

大き い場 合及 び開 発 区域の 面積 が ５００ 平 方メ ート ル以 上１ ヘ クター ル

未満 で屋 根面 積率 が ３４パ ーセ ン トより 大 きい 場合 には 浸透 型 施設で 対

策し、小さい場合には貯留型と浸透型の併用とすること。構造については、

別添「雨水処理施設基準」によること。

（消防水利施設）

第１３条 要綱第３２条に規定する消防水利は、「消防水利の基準（昭和３９年
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１２月１０日消防庁告示第７号）」に基づき、川越地区消防局の定めるところ

によるものとする。

附 則

この細則は、平成１９年４月１日から施行する。



道路築造の手引



17

道 路 築 造 の 手 引

１．開発区域内の道路組成は、道路標準断面図を標準とすること。

２．開発区域と接する既存市道の復旧については、川越市道路占用工事仕様書で定め

る復旧基準によるものとし、道路排水施設等は開発区域内の道路排水施設と調和

のとれたものとすること。

３．道路排水施設等の標準的な構造については、別図のとおりとすること。

４．造成及び建築工事の搬入路等として使用した道路の損壊については、原因者の負

担により原形復旧とすること。

５．都市計画法第３２条に基づく「事前協議」のうち、道路に関するものの受付窓口

は、道路環境整備課になります。なお、同意書が必要な場合は建設管理課で同意

書を出します。

６．開発行為に伴い、道路の改築を行う場合は、道路法第２４条による承認が必要で

す。

７．開発行為等で前面道路に物件又は施設を設け、継続して道路を使用する場合は、

施工前に道路法第３２条の許可が必要になります。また施工後、開発区域内の道

路の占用物についても、川越市への帰属に併せて道路法第３２条の許可が必要に

なります。なお、申請手続きの負担軽減のために施工前に一括して道路法第３２

条の申請をすることができます。

８．道路法第２４条及び第３２条に係る申請の受付窓口は、道路環境整備課です。
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道 路 排 水 施 設 等 の 構 造 基 準

道路排水施設等の構造

道路排水施設等の構造は、「埼玉県道路設計基準」によるほか、別図を標準とすること。

別図の項目 単位（mm）

図 面 名 称 呼 名 等 図 番 使 用 区 分

Ｌ 型 側 溝 布 設

２５０ Ⅰ－１ 幅員４．５ｍ未満の道路

３００ Ⅰ－２ 幅員４．５ｍ以上の道路

長 尺 Ｕ 型 側 溝 布 設

（一般用）
300 × 30

0

Ⅱ－１ 歩車道の区別のない道路

（歩道用） 〃 Ⅱ－２ 歩車道の区別のある歩道

(出入口用) 〃 Ⅱ－３ 大型車両の出入口部

（横断用） 〃 Ⅱ－４ 市道横断部

（浸透用) 〃 Ⅱ－５ 歩車道の区別のない道路

（ＬＵ用) 〃 Ⅱ－６ 歩車道の区別のない道路

長尺Ｕ型側溝用蓋架渡

（Ｌ型蓋）
300 × 30

0

Ⅲ－１ 歩車道の区別のない道路

雨 水 桝

（一般用）
400 × 40

0

Ⅳ－１

（浸透用） 〃 Ⅳ－２ 桝から雨水を地下浸透させる場合

集 水 桝 500 × 500 Ⅳ－３ Ｕ型側溝を設置する場合

雨 水 吸 込 槽 ９００ Ⅴ 槽から雨水を地下浸透させる場合

舗 装 止 120 × 120 Ⅵ 出入口地先境界も兼ねる

浸 透 式 暗 渠 １５０ Ⅶ 桝～桝を連結し地下浸透させる場合

道 路 構 成 Ⅷ 位置指定道路及びそれに準ずる道路

舗 装 止 施 工 例 Ⅸ 道路末端部

側 溝 放 流 施 工 例 Ⅹ ＬＵ側溝























雨水処理施設基準
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「新河岸川流域整備計画」では、開発による保水機能の減少に対処するため、

流出抑制対策を講ずることが必要とされています。

新規の大規模及び小規模開発に対する開発区域での抑制すべき量が対策量で

あり、次表が対策基準となっています。

対 策 量

※ 対策量は、敷地面積に対する抑制量

開発区域の屋根総面積
屋根面積率＝ ×１００

開発区域の面積

⑴ 拡水法（トレンチ）は、次の値を標準とすること。

ア 開発区域が１．０ｈａ以上の場合

トレンチ計画水深 Ｈ＝１．０ｍ Ａ＝６３４×Ｓｒ

トレンチ計画水深 Ｈ＝１．３ｍ Ａ＝４８８×Ｓｒ

イ 開発区域が５００㎡以上１．０ｈａ未満の場合

トレンチ計画水深 Ｈ＝１．０ｍ Ａ＝３３４×Ｓｒ

トレンチ計画水深 Ｈ＝１．３ｍ Ａ＝２５７×Ｓｒ

Ａ ：浸透処理に必要な浸透面積（㎡）

Ｓｒ：開発面積（ｈａ）

開 発 規 模 指導及び実施主体 対 策 基 準

１．０ｈａ以上

東京都、埼玉県

９５０㎥ ／ ｈａ

０．１～１．０ｈａ ５００㎥ ／ ｈａ

０．０５～０．１ｈａ 各 市 区 町 ５００㎥ ／ ｈａ
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⑵ 井戸法（浸透井）は、 次の値を標準とすること。

ア 浸透処理する水量Ｖ（㎥／ｈｒ）は、

開発区域が１．０ｈａ以上の場合

Ｖ＝０．０３２×Ｓｓ

開発区域が５００㎡以上１．０ｈａ未満の場合

Ｖ＝０．０１７×Ｓｓ

イ 浸透井戸１基当たりの浸透量Ｖ（㎥／ｈｒ）は、

ｖ＝４×ｃ×ｒ×ｈ

Ｓｓ：開発面積（㎡）

ｃ ：浸透強度 （ｍ／ｈｒ）現地測定

ｒ ：浸透井戸の半径（ｍ）

ｈ ：計画水深（ｍ）

ウ 必要な浸透井戸の基数Ｎは、

Ｎ＝Ｖ／ｖ

浸透施設の標準的な構造は次のとおりとする。

浸 透 施 設 の 構 造
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Ｄ

ロー

ム
層

砂礫層

Ｄ

浸透面積＝

GL

A－A'

浸透桝底面積

雨樋

スクリーン

浸透トレンチ延長

（有孔管径の120倍まで）A－A’

Ｂ－Ｂ’

透水シート

単粒度砕石（20～30）

有孔管（φ150以上）

※再生砕石不可

トレンチ巾（50ｃｍ～80ｃｍ）

Ｂ－Ｂ’

（1.0ｍｏｒ1.3ｍ）

計画水深

浸透施設の設置方法

浸透施設の構造

浸透施設の標準的な構造は次の通りとする。

浸透桝及び浸透トレンチ

浸 透 井

透水シート

(埋戻土が入らない様にする)

スクリーン

浸透井へ流入させる前には、必ず
集水桝を設置し、浸透施設の目詰
まりを軽減させるようにする。
また、集水桝の大きさは、流入す
る量によって変えるものとする。

π×Ｄ２

４

2.0ｍ以上新しい砕石
又は砂利に置換える。

人孔井戸枠もしくは
ヒューム管がよく用
いられている。


